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リハビリスタジオわはは 運営規程 

                        
（事業の目的） 

第 1 条 医療法人社団二三会が設置経営するリハビリスタジオわはは（以下「事業所」と言 
う）が行う「介護予防・日常生活支援総合事業第１号通所事業」（以下「事業」と言う） 
の適正な運営を確保するために、人員、設備及び運営に関する事項を定め、事業所の生活 
相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員（以下「従業者」）が、要支援状態にある

高 
齢者（以下「要支援者」と言う）に対し、適正な事業を提供することを目的とする。 

 
（運営の方針） 

第 2 条 事業所の従事者は、要支援者の状態像の特性を踏まえて、要支援者本人の出来る事 
は、出来る限り本人に行わせるものとする。また介護予防を目的として居宅において日常 
生活の活発化や社会と関わる機会ができるよう、個別性を踏まえたサービスの支援及び機 
能訓練を行う事とする。さらに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る。 

2 事業の実施に当っては、地域との結びつきを重視し、市町村、地域の保健・医療・福祉 
サ－ビスとの連携を図り、総合的なサ－ビスの提供に努める。 

 
（事業所の名称等） 
第 3 条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

 （1）名 称 ： リハビリスタジオわはは 
 （2）所在地 ： 下松市瑞穂町二丁目２１番１号 
 
（職員の職種、員数及び職務内容） 
第 4 条 事業に従事する従業者の職種、員数及び職務内容は、次の通りとする。 

 （1）管理者 １名（常勤兼務 １人） 
   管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行い、従業者に対し、指 

揮命令を行うものとする。 
 （2）生活相談員 ４名（常勤兼務２人、非常勤兼務２人） 
   生活相談員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサ－ビスが提供 
   されるよう、事業所内のサ－ビスの調整、居宅介護支援事業者等他の機関との連携を   

図る。 
 （3）看護職員 ２名 （常勤兼務１人、非常勤兼務１人） 
   看護職員は、健康チェック等を行い利用者の健康状態を的確に把握するとともに、利用

者が各種サ－ビスを利用するために必要な処置を行う。 
 （4）介護職員 ９名（常勤２人、常勤兼務３人、非常勤１人、非常勤兼務３人） 
   介護職員は、介護予防・日常生活支援総合事業第１号通所事業の提供に当り、利用者の

状態像の特性等を的確に把握し、利用者の日常生活が活発化するよう、意欲を高める適



切な支援を行う。 
 （5）機能訓練指導員 ４名（常勤兼務１人、非常勤１人、非常勤兼務２人） 
   機能訓練指導員は、利用者の日常生活が活発化し、社会と関わる機会を向上さすのに必 

要な機能訓練を行う。 
 
（営業日、営業時間及びサ－ビス提供時間） 
第 5 条 事業所の営業日、営業時間及びサ－ビス提供時間は、次のとおりとする。 

 （1）営業日 
   月曜日から金曜日までとする。ただし、12 月 29 日から 1 月 3 日までを除く。 
 （2）営業時間 
   午前 8 時 30 分から午後 5 時 00 分までとする。 
 （3）サ－ビス提供時間 
   午前 8 時 30 分から午後 4 時 15 分までとする。 
   1 単位目： 午前 8 時 30 分から午後 12 時 00 分   

2 単位目： 午後 12 時 45 分から午後 4 時 15 分 
 

（介護予防・日常生活支援総合事業第１号通所事業の利用定員） 
第 6 条 当該事業所における利用者定員は、1 単位 20 名、2 単位 20 名を上限とする。 

 
（介護予防・日常生活支援総合事業第１号通所事業の内容説明及び同意） 

第 7 条 事業所は、利用者又はその家族に対し、運営規定の概要を記した文書を交付して 
   説明を行い、同意を得るものとする。 
 
（介護予防・日常生活支援総合事業第１号通所事業の内容） 
 
第 8 条 事業の内容は、次のとおりとする。 

 一 日常生活上の援助 
   日常生活動作能力に応じて、必要な介助を行う。 
 二 機能訓練 
   利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練及び利用者の心身 
   の活性化を図るための各種サービスを提供する。 
 三 健康状態の確認 
 四 送迎サービス 
   障害の程度、地理的条件等により送迎を必要とする利用者については、専用車輌により 
   送迎を行う。また必要に応じて送迎車輌への昇降及び移動の介助を行う。 
 五 入浴サービス 
   居宅における入浴が困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供する。 
 六 食事サービス 
 七 相談及び助言 
   利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。 



 
（利用料及びその他の費用額） 
第９条  事業を提供した場合の利用料の額は、介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業

支給費の額等を定める要領（以下「要領」という。）によるものとし、そのサービスが法定代

理受領サービスであるときは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受け

るものとする。なお、法定代理受領以外の利用料については、要領によるものとする。 

2 その他、次ぎの各号に掲げる費用については、利用者から受け取ることができるものとする。 
 一 食  費  実費とする 
 二 おむつ代  事業所の所有するおむつを提供した場合は実費とする。 
 三 次条に定める通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要 

する費用 
   事業所から片道概ね 20ｋｍ未満  400 円 
   事業所から片道概ね 20ｋｍ以上  600 円 
 四 前各号一、二、三のサ－ビスの他、日常生活においても通常必要となるものに係る費用 

であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用 
 
（通常の事業の実施地域） 
第１０条  通常の事業の実施地域は、下松市、周南市（旧徳山市、旧熊毛町）、光市の区域と 
する。ただし、当該地域以外の地域に居住する要支援者等に対し、サ－ビスの提供を行うこ 
とを妨げるものではない。 

 
（サ－ビス利用に当っての留意事項） 
第１１条  利用者が事業の提供を受ける際は、次の各号に掲げる事項に留意して頂くように

説明を行い、利用者の同意を得るものとする。 
 一 被保険者証の提示 
 二 緊急連絡先等の必要事項を記載した書類の提出 
 三 利用料その他の費用の支払い 
 四 欠席する場合の連絡 
 五 その他 所持品に対する注意事項 
 
（緊急時等における対応方法） 
第１２条  従業者は、現に通所介護の提供を行っている時に、利用者に病状の急変が生じた

場合は、速やかに主治医又は、協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるととも

に、管理者に報告を行うものとする。 
 

（非常災害対策）  
第１３条  事業の提供中に天災その他の災害が発生した場合、従業者は利用者の避難等適切

な措置を講ずる。また管理者は、非常災害に関する具体的計画を立て、従業者に周知 徹底

を図るとともに、避難経路、協力機関等との連携方法を確認し、災害時には避難等の指揮を

取る。 



2 非常災害に備えるため、避難、救出その他必要な訓練を定期的に（年 1 回以上）行うものと 
する。 
 

（サ－ビス提供記録の記載） 
第１４条  事業を提供した際には、その提供日及び内容、事業について利用者に代わって支

払いを受ける介護報酬の額、その他必要な記録を所定の書面に記載し、その完結の日から５

年間保存するものとする。 
 
（秘密保持） 
第１５条  従業者及び従業者であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者 
 又は、その家族の秘密をもらしてはならないものとする。 
 
（苦情処理） 
第１６条  提供した事業に関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、

受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者又は家族に対する

説明、記録の整備その他必要措置を講じるものとする。 
 
（衛生管理） 
第１７条  利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水についても、定期  

的に消毒を施す等、常に衛生管理に十分留意する物とする。また、従業者は、感染症等に関す

る知識習得を行う。 
 
（事故発生の防止及び発生時の対応） 
第１８条  事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、当

該 
利用者の家族、介護支援専門員及び市町村等に連絡するとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 
（１）事故が発生又は再発することを防止するため、事故が発生した場合の対応として、次に

規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備する。 
（２）事故が発生したとき又はそれにいたる危険性がある事態が生じた時に、当該事実が報告

され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する。 
（３）事故発生の防止のための委員会及び介護職員その他の従事者に対する研修を定期的に行

うものとする。 
 
（虐待の防止のための措置） 
第１９条 利用者の権利擁護、虐待の発生を防止するための次のような措置を講じるものとす

る。 
（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催とともに、その結果について従

業員に周知徹底を図る。 
（２）虐待防止及び身体拘束のための指針の整備 



（３）虐待を防止するため及び身体拘束等の適正化のための定期的な研修の実施 
（４）成年後見制度の利用促進 
（５）苦情解決体制の整備 
（６）前４項に掲げる措置を適切に実施するための責任者の設置 

２ 事業所は、サービス提供中に虐待を受けたと思われる利用者を発見したときは、速やか

に市町村に通報するものとする。 
 
（業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等） 
第２０条  感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画

を策定し、必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じる。 
 
（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 
第２１条  感染症の予防及びまん延を防止するため、次の措置を講ずるものとする。 
（１）感染症の予防及びまん延防止のための従業者に対する研修及び訓練の実施 
（２）その他感染症の予防及びまん延防止のために必要な措置（委員会の開催、指針整備等） 
 
（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保） 
第２２条  男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえ

つつ、ハラスメント対策のため、次の措置を講ずるものとする。 
（１）従業者に対するハラスメント指針の周知・啓発 
（２）従業者からの相談に応じ、適切に対処するための体制の整備 
（３）その他ハラスメント防止のために必要な措置 
 
（オンラインツール等を活用した会議の開催） 
第２３条  利用者又はその家族の同意がある場合、サービス担当者会議及び入院中のカンフ

ァレンスをテレビ電話装置等（オンラインツール）を活用して行うことができるものとする。

その際、個人情報の適切な取扱いに留意する 
 
（その他運営に関する重要事項） 
第２４条  その他運営に関する重要事項は、主として次の各号に掲げる事項とする。 
 一 従業者の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。 
  ア 採用時研修  採用後 １ヶ月以内 
  イ 階層別研修  随時 
 二 従業者は、その勤務中常に身分を証明する証票を携行し、利用者又は家族から求められ 

た時は、これを提示する。 
 三 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサ－ビ 

スを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を提供してはならないも 
のとする。 

 四 利用定員を超えて事業の提供を行ってはならないものとする。 
 五 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は医療法人社団二三会とデイサ 



－ビスセンタ－の管理者との協議に基いて定めるものとする。 
 
 
 
  附 則 
 
  この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


